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近年、全国の地方公共団体では、公共事業を取り巻く環
境や変化する事業ニーズへの対応にあたって、必ずしも十
分な体制で無い状況が指摘されており、頻発する災害へ
の対応が求められたときに、たちまち発注者のマンパワー
不足に陥ることが懸念されています。

復旧・復興事業の円滑な施工確保を図る上では、入札
不調や現場の状況をきめ細かく注視するとともに、国と地
方公共団体と地元の事業者団体が連携して協議を行う
ことや、発注者支援体制を構築することにより、必要な対
策を機動的に講じていくことが重要と考えています。

当事例集では、地域の実情や工事の課題に対応して、
様々な工夫を行いながら円滑な施工確保を実現してい
る地方公共団体の取組がありますので、ご紹介いたしま
す。



取組事例① 北海道 平成28年台風7,9,10,11号
災害発生直後や進捗に伴い発現した課題に対して、地元建設業協会と密に連携を図りながら段階的な
対策を講じた結果、極力入札不調不落を回避しながら円滑な施工確保を実現

取組事例② 岩手県 平成28年台風10号
東日本大震災発生以降に適用した各種の施工確保対策等に加えて、被災状況を反映した余裕期間
の設定や宿舎設置費用の導入等の追加対策を実施することで円滑な施工確保を実現

取組事例③ 岩泉町（岩手県） 平成28年台風10号
発注者体制が脆弱な課題に対して、復旧工事本格化前にＣＭ方式を導入し事業推進体制を構築
発注ロットの大型化や発注計画の長期見通し等のＣＭＲ提案により、円滑な復旧工事を推進

取組事例④ 熊本県 平成28年熊本地震
国による事業代行制度を活用するとともに、復興ＪＶ制度の導入や設計変更協議会の設置等、段階
的な対策を実施することにより円滑な施工確保を実現

参考 東日本大震災の事例
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施工確保対策事例-1 【北海道】

災害発生直後や進捗に伴い発現した課題に対して、地元建設業協会と密に連携を図りなが
ら段階的な対策を講じた結果、極力入札不調不落を回避しながら円滑な施工確保を実現

公共土木施設等被害額 被害状況（平成28年台風7,9,10,11号）

５４４億円 ・堤防決壊：５箇所 ・浸水面積：約800ha
・河川氾濫：７４箇所 ・浸水家屋：約1,300戸

・復旧JVの活用の需要が高く、管外技術者の活用などに効果（復旧JVの暫定活用）
・比較的低価とならざるを得ない工事において、一定の効果（入札参加要件の緩和）
・一時中止の活用など受注環境を整えることで、企業の入札参加意欲を醸成する観点で効果

・技術者・技能労働者不足に対して、円滑な施工体制の確保が困難
・物価・労務単価の変動などに対して、適正な採算性を確保することが必要
・入札契約手続きに関して、受発注者双方の負担軽減を図ることが必要

・建設業協会との連携により現場の課題やニーズに合った対策を実施
（平成28年8月の発災後の1年間に5回の意見交換等を実施。）
・当初対策として、発注ロットの大型化、フレックス工期の導入、復旧ＪＶ制度の導入等、技術者・技能労働者不足
への対応や、軽微な設計変更の上限率・上限額の緩和等、入札契約手続きの効率化等、11の対策を実施
・追加対策として、発注ロットの見直しや入札参加要件の拡大、コンクリートブロック等の資機材不足への対応として工
事一時中止の活用等、4つの追加対策等を実施
【追加対策例】

【追加対策の一例】【当初対策の一例】
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軽微な変更事項は、下記の比率・累計額となるまでは
個別の手続きを行わず、一括して変更手続きを行う。

資材調達不能時（コンクリートブロック）における一時中止の有効活用



施工確保対策事例-1 【北海道】
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追加の対策
①発注ロットの見直し
②入札参加要件の拡大 （Ｐ７ 上段図参照）
・入札参加者を予定価格に対応する等級の下位に格付けされる者まで拡大
・単体の管外企業が入札参加できるよう地域要件を拡大

当初の対策
○ 技術者・技能労働者不足への対応
①近接工事や類似工事を合わせる発注ロットの大型化
②現場代理人の兼任件数緩和（２件→３件） （Ｐ５ 上段図参照）
③受注者が工期の始期と終期を設定できるフレックス工期制の導入（Ｐ５ 下段図参照）
④余裕工期・フレックス工期制度活用の徹底 （Ｐ５ 下段図参照）
⑤災害復旧工事特例共同企業体制度の暫定的な導入（Ｐ６ 上段図参照）
・地域外の建設企業の活用

○ 適正な工事採算性の確保
⑥物価の変動に速やかに対応できるスライド条項の適切な設定・活用の徹底
⑦遠隔地からの労働者・建設資材等調達に係る設計変更対象範囲の一部拡大
⑧施工箇所が点在する工事における適切な経費の計上
○ 入札契約手続きの効率化
⑨指名競争入札、制限付一般競争入札（価格競争方式）の活用
⑩難易度が比較的低い工事等での総合評価における「簡易な施工計画」の除外
⑪軽微な設計変更の上限率・上限額の緩和 （Ｐ６ 下段図参照）

〈発災直後からの地元建設業協会との連携〉
■平成２８年１１月２５日 一般社団法人帯広建設業協会から道に対して、
「平成２８年８月災害の復旧工事に係る要望書」を提出。
■ 平成２８年１２月１６日 一般社団法人帯広建設業協会と道の意見交換会
・「災害復旧工事特例共同企業体」の制度概要に係る意見交換

■ 平成２９年１月１６日 一般社団法人帯広建設業協会と道の意見交換会
・災害復旧及び２次補正予算等の円滑な施工確保に向け、災害工事への対策上の課題について意見交換
■ 平成２９年５月３０日 一般社団法人帯広建設業協会と道の意見交換会
・コンクリートブロック、技術者不足への対応強化に係る意見交換

資機材不足への対応
③資機材調達不能時における工事一時中止の有効活用 （Ｐ７ 下段図参照）
④資機材が確保できる時期まで工期を延期する繰越制度の活用

■ 平成２９年８月２日 一般社団法人帯広建設業協会と道の意見交換会
・コンクリートブロック不足による不調・不落が増加したため新たな発注方式に係る意見交換



施工確保対策事例-1 【北海道】
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現場代理人の兼任可能件数を２件から3件まで緩和（条件は従来のとおり）

（１）請負代金が3,500万円未満の工事：原則、同一市町村内（他の発注機関も含む）
（２）請負代金が3,500万円以上、下請代金の総額が4,000万円未満の工事：建設業法施行令第27条第2項によ

り密接な関係のある工事について同一の専任の主任技術者が管理できるとされた工事（工作物に一体性若しくは
連続性が認められる工事又は相互調整を要する工事で、かつ、工事現場の相互の間隔が10km程度）
※（１）、（２）とも、主任技術者と現場代理人の兼務に係らず兼任することができます

同一の常駐現場
代理人が３件の
工事を管理

現場を離れる場合には、
連絡員を配置すること。

【発注時】

【契約時】

落札決定 契約締結 工期の始期 工期の終期

前払金の請求が可能

※発注者が工事の始期に期限を設けて実施する必要がある場合の運用について

・受注者は、契約締結日の翌日から発注者が設定した工事の始期の期限までの間で工期の始期を決定する。

受注者が工期の始期を決定　（例：平成29年3月21日）

実工期［受注者が工期の始期と終期を設定］

余裕期間・フレックス工期制度概要図

全体工期　［発注者があらかじめ設定した通常工期と余裕期間の合計］

余裕期間 通常工期

全体工期

全体工期の終期

余裕期間 実工期（契約書に記載される工期）

例：下記のように始期に期限が設定されている場合
3/7 3/24

　　　・契約締結日の翌日　平成29年3月7日
余裕期間 実工期　　　・工事の始期の期限　平成29年3月24日

3/21

【余裕期間】

・工事現場の管理は、発注者が行う

・資材の搬入、仮設物の設置等の準備工事を含め、工事に着手できない

・主任技術者又は監理技術者の配置を要しない

落札決定後、契約までの

間に、「工期申出書」により

工期を申出

【工期の延長】

契約締結後、労働者や資材等の確保の

ため工事工程を見直す場合は、全体工

期の終期まで、工期延長の請求が可能

※余裕期間制度の中のフレックス方式を活用



施工確保対策事例-1 【北海道】
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災害からの早期復旧のため、これまで以上に契約事務の簡素合理化を図り、増大する事業
の適期、効率的執行を図る。

軽微な設計変更の範囲を拡大

今回改正 現行（Ｈ２５） 参考（Ｈ１５）

比率 ３０パーセント ２０パーセント ２０パーセント

増減見込額の累計 1,500万円未満 1,000万円未満 600万円未満

新工種に係る分 750万円未満 500万円未満 300万円未満

※対象工事量の減少により平成３０年度はＡ２内＋Ａ２内の拡大措置は運用しないこととした。



施工確保対策事例-1 【北海道】
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BA1 A2

C

Ａ１

Ａ２

Ｂ

Ｃ

２億５千万円

１億円

７千万円

３千５百万円

発注標準

B

A1

A2

C

【例】８千万円の
工事を再度入札
する場合

本来A2等級の工事
を上位等級（A1)と直
近下位等級（B）も参
加できるよう拡大

【対象工事】
１ 橋梁補修工事
２ コンクリートを主体とする治山ダム、護岸工、流路工又は土留工が伴う工事
３ 法面工が伴う工事
４ 上記以外の工事で、かつ、不調・不落により、再度入札を行う工事

予定価格に対応する等級の上２位までの等級に格付けられた者を指名することができるものとし、これに
よっても一定数の業者を確保できない場合で、工事の内容が比較的平易で、かつ履行成績が優秀である
と認められる者が存する場合にあっては、直近下位に格付けされた者も指名することができる。



施工確保対策事例-2 【岩手県】

東日本大震災発生以降に適用した各種の施工確保対策等に加えて、被災状況を反映した余裕期
間の設定や宿舎設置費用の導入等の追加対策を実施することで円滑な施工確保を実現

公共土木施設等被害額 被害状況（平成28年台風10号））

２３６億円 ・災害決定箇所：５９２箇所

・余裕期間の対策では、次年度の着工も可能となるため、他地域からの参入促進に効果
・宿泊施設が不足する地域の工事で、労働者の宿泊施設の確保が容易になり、他地域からの業者参入に効果
・復旧工事の発注の多さや地理的条件の厳しさを背景に、応札者がいない入札不調が発生していたが、追加対策によ
り一定の効果

・資機材確保等に不安があり、工期内の完成の見通しが立たない
・発注ロットの拡大に伴い、現場管理の人的・コスト的な負担に不安
・技術者や労働者の確保が困難
・労働者の宿泊施設や、下請け業者の確保が困難

・建設業協会との意見交換を通じて課題やニーズに合った対策を実施
・工期やコスト、資機材不足については、従前の措置に加え、特例措置の詳細な内容について改めて建設業協会等へ
の説明を実施
・余裕期間の設定について、国の基準を上回る「最大180日間」の適用を実施
・岩泉町において、宿舎設置に要する費用の工事費への積上げ計上を実施（８千万円以上の工事に緩和）
【追加対策例】 【宿舎建設費用の工事費算入】
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【余裕期間の導入】



施工確保対策事例-2 【岩手県】
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岩手県の独自対策

○ 実勢を反映した工事価格の算定
①契約後に直近の単価適用年月で変更
②生コンクリートに使用する粗骨材最大寸法40mmが不足する場合、設計変更対象とする

○ 工期の確保
①小規模工事発注ロットの拡大及び工期付与（１km以上離れている工事の合冊に１工事毎に２５日加算）
②労働者や資材不足に伴う工期の弾力的な運用
③受注者の円滑な工事施工体制の確保のための余裕期間の設定（最大180日間）

（Ｐ10 上段図参照）
○ 労働者の確保
①宿舎設置に要する費用を工事費に積上計上(岩泉町において8千万円以上の工事に緩和)

（Ｐ10 下段図参照）

○入札制度の特例措置
①入札参加資格の設定基準の見直し（工事場所の県内業者参入見込み数の引き下げ）
②低入札価格調査制度の一部改正（調査基準価格の引き上げ）
③復旧・復興事業に係る工事契約の迅速化（指定工事随契）
④原則的な地域要件の特例（入札参加資格に隣接の内陸地域を追加）
⑤海中工事における地域要件及び特定共同企業体発注方針の特例
⑥土木構造物の一般工事における特定共同企業体発注方針の特例

○ その他
①発注者支援業務の更なる拡大
②CM方式の活用



施工確保対策事例-2 【岩手県】
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○発注者が６か月(180日間)を超えない範囲内で余裕期間を設定。（余裕期間制度の中の「発注者指定方式」）
○標準的な余裕期間は実工期の30％以内かつ４か月（120日）以内となっているが、岩手県独自に６か月(180
日間)以内としている。
○特記仕様書等に、余裕期間及び工事開始日等を明示し、受発注者協議により、余裕期間を短縮して工事開始日
を変更し早めることは可能としている。

○労働者を遠隔地から確保するために、宿舎の建設を行う。
○宿舎設置費用を契約後に変更契約対象とすることを可能とする。



施工確保対策事例-3 【岩泉町】

発注者体制が脆弱な課題に対して、復旧工事本格化前にＣＭ方式を導入し事業推進体制を構築
発注ロットの大型化や発注計画の長期見通し等のＣＭＲ提案により、円滑な復旧工事を推進

公共土木施設等被害額 被害状況（平成28年台風10号））

８４億円 ・河川：133箇所 ・道路：230箇所 ・橋梁：10箇所

・全発注案件を複数年分まとめて策定することにより、発注体制の整備（岩手県土木技術振興協会の積算支援）及
び受注業者の応札判断に寄与し、不落の発生防止に効果。
・民間ＣＭが、俯瞰した検討、長期見通しや工期遵守に向けた情報収集等、情報面での集約、調査、一元管理（情
報センター）機能を発揮し、発注者体制の補完に効果。
・労働者の宿泊施設の確保が容易になり、応札しやすい環境整備に効果。
・入札不調・不落が、発生していない。

・震災復旧・復興工事を進める中、深刻なマンパワー不足により発注者体制の確保が困難。
・労働者の宿泊施設や下請け業者の確保が困難

・発注者の体制の補完として、都市再生機構（ＵＲ）及び(株)ＵＲリンケージの協力よる「いわいずみ型発注者支
援ＣＭ方式」の採用と町を含めた三者による覚書の締結。
・積算支援、現場監督及び検査支援については、岩手県土木技術振興協会による補助業務でさらに体制を補完。
・全発注案件の大型ロット化（ロット化は複数回やり直し）と複数年分をまとめて策定。
・宿舎設置に要する費用の工事費への積上げ計上を実施（８千万円以上の工事に緩和）
【追加対策例】

【発注者支援イメージ図】
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施工確保対策事例-3 【岩泉町】
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○ 発注者体制の整備
①外部機関（都市再生機構、ＵＲリンケージ）との連携 （Ｐ12 下段図参照）
②民間へのＣＭ及び積算支援・現場監督補助等の業務委託 （Ｐ12 下段図参照）

○ 発注の工夫
①全発注案件の大型ロット化（ロット化は複数回やり直し）
②全発注案件を複数年まとめて策定

○ 労働者の確保
①宿舎設置に要する費用を工事費に積上計上（8千万円以上の工事に緩和）

○ＵＲリンケージは、俯瞰した検討、発注長期見通し、工期遵守に向けた情報収集等を実施
○県土木技術振興協会は、積算支援と現場監督補助業務及び検査支援を実施



施工確保対策事例-4 【熊本県】

国による事業代行制度を活用するとともに、復興ＪＶ制度の導入や設計変更
協議会の設置等、段階的な対策を実施することにより円滑な施工確保を実現

公共土木施設等被害額 被害状況（平成28年熊本地震））

502 億円
・県管理河川の被災箇所：135河川 637箇所
・県管理道路・橋梁の被災箇所：93路線 606箇所
・土石流箇所：54箇所 がけ崩れ箇所：94箇所

・国による事業代行による災害復旧事業の迅速化に効果
・発注件数の急激な増加の影響により一時的に不調発生率が非常に高くなったが、４回にわたる対策の実施により一
定の効果がみられた
・地域外からの労働者確保に係る設計変更について、実施に伴い労働者の確保に効果
・余裕期間の設定により、施工体制・資材の確保に対して効果
・現場代理人の常駐義務の緩和による受注者の体制確保に効果

・災害復旧事業実施において発注者の体制不足が発生
・工事施工者において技術者、技能労働者、作業員等の不足が発生
・作業員や資機材の不足等に伴い、施工効率の低下が発生

・「県道熊本高森線」の災害復旧事業について、「大規模災害からの復興に関する法律（復興法第４６条）」に基
づき代行実施を国に要請
・「国道３２５号阿蘇大橋」の災害復旧について、「道路法第１３条第３項」の規定に基づき代行実施を国に要望
・地域外からの労働者確保に必要な旅費、宿泊費及び交通費等のうち標準的な積算基準を上回るものについて設
計変更で対応
・作業員や資機材の不足等に伴い、施工効率の低下があったことから、復興歩掛及び復興係数を適用
・現場の状況の変化等に関して円滑な対応を図るため「設計変更協議会」を新たに設立
【追加対策例

【事業行政代行の例】 【設計変更協議会の設置の例】

地方公共団体における復旧・復興事業の取組事例集 13
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追加の対策
○入札制度
①指名競争入札における地域要件の見直し（指名企業を隣接振興局へ拡大する等）
②一般競争入札における地域要件の見直し（A2等級対象工事の一部で地域要件を全県に拡大）
③発注ロットの拡大（合併することが可能な工事は合併方式とし１工事として発注）
④総合評価落札方式の見直し（３億円未満の工事について一部を除き総合評価の対象外、簡易型の拡大）

（Ｐ15 下段図参照）
⑤１者入札の取り扱いの見直し（原則１者入札可とする）
○施工確保対策
⑥「復興歩掛」及び「復興係数」の導入
⑦営繕積算方式活用マニュアル【熊本被災地版】の活用
⑧最新資材単価への設計変更に係る特例措置
（予定価格算定時に使用した設計単価を、工事契約時点の最新の設計単価に設計変更を可能とした）
⑨最新積算基準への設計変更に係る特例措置
（予定価格算定時に使用した積算基準を、工事契約時点の最新の積算基準に設計変更を可能とした）
⑩クレーン賃料等の市場調査の実施
⑪工事書類の簡素化（土木工事１５種類、建築工事７種類の工事書類を簡素化）
⑫発注見通し情報詳細版の公表
⑬「災害復旧推進チーム」の設置 （Ｐ16 上段図参照）
⑭「設計変更協議会」の設置 （Ｐ16 下段図参照）
⑮作業効率の低下による下請経費等の増加を設計価格に適切に反映（公共建築工事）

当初の対策

○入札制度
①発注標準の見直し（A2等級 5,500万円→7,000万円 等）
②復興ＪＶ制度の導入（JVを結成することで、A2等級業者も被災地の工事に参加）
③総合評価落札方式の見直し（震災関連等工事の受注実績の評価項目導入、地域性評価項目を設定しない）
④指名競争入札の対象金額の拡大（3,000万円→7,000万円）
○施工確保対策
⑤遠隔地からの建設資材・仮設材の調達に係る購入費や輸送費の設計変更
⑥地域外からの労働者確保に要する間接費の設計変更
⑦発注機関による見積り徴収又は特別調査による単価設定
⑧現場代理人の常駐義務の緩和
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（参考）
■大規模災害からの復興に関する法律
第46条 国土交通大臣は、道路管理者（道路法（昭和二十七年法律第百八十号）第十八条第一項に規定する道路管理

者をいう。以下同じ。）である被災地方公共団体の長から要請があり、かつ、当該被災地方公共団体における公共土木
施設の災害復旧事業に係る工事の実施体制その他の地域の実情を勘案して特定大規模災害等からの円滑かつ迅速な
復興のため必要があると認めるときは、その事務の遂行に支障のない範囲内で、当該被災地方公共団体に代わって自ら
当該被災地方公共団体が管理する国道（同法第三条第二号に掲げる一般国道をいう。）、都道府県道（同条第三
号に掲げる都道府県道をいう。）又は市町村道（82同条第四号に掲げる市町村道をいう。次項において同じ。）の当
該特定大規模災害等によって必要を生じた次に掲げる事業に係る工事（以下「特定災害復旧等道路工事」という。）を
施行することができる。

一 災害復旧事業
二 災害復旧事業の施行のみでは再度災害の防止に十分な効果が期待できないと認められるため、これと合併して行う新設
又は改良に関する事業

■道路法
（国道の維持、修繕その他の管理）
第13条 前条に規定するものを除くほか、国道の維持、修繕、公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（昭和二十六年法

律第九十七号）の規定の適用を受ける災害復旧事業（以下「災害復旧」という。）その他の管理は、政令で指定する
区間（以下「指定区間」という。）内については国土交通大臣が行い、その他の部分については都道府県がその路線の当
該都道府県の区域内に存する部分について行う。

２ 国土交通大臣は、政令で定めるところにより、指定区間内の国道の維持、修繕及び災害復旧以外の管理を当該部分の
存する都道府県又は指定市が行うこととすることができる。

３ 国土交通大臣は、工事が高度の技術を要する場合、高度の機械力を使用して実施することが適当であると認める場合又
は都道府県の区域の境界に係る場合においては、都道府県に代わって自ら指定区間外の国道の災害復旧に関する工事
を行うことができる。この場合においては、国土交通大臣は、あらかじめその旨を当該都道府県に通知しなければならない。
〈略〉

震災関連等工事に適用する震災関連等工事型（ＪＳ型）の拡大

【適 用】 【評価項目】

※「熊本県土木部建設工事総合評価落札方式ガイドライン 平成30年4月版」より抜粋

 
【震災関連等工事型（ＪＳ型）】 

・震災関連等工事で土木一式、舗装及び法面に適用 

・震災関連等工事で土木関係の電気、管等工事※１に適用 

※１：５．５千万円以上の工事を対象とする。 

・震災関連等工事で建築一式及び建築関係の電気、管等工事は通常工事型を適用 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※「ＷＴＯ案件及び技術提案型」については、本ガイドラインの適用対象外とする。 

工種

金額

～

７千万円以上

簡易型Ⅱ-JS

競争参加資格に同種工事の施工実績
を設定する工事

競争参加資格に同種工事の施工実績
を設定しない工事

５億円以上
簡易型Ⅱ-JS

（施工体制確認型）

５億円未満
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工事施工段階での様々な課題に対して、受発注者が一体となって円滑かつ迅速に対応な解決を図る。

災害復旧工事を円滑に進めるため、積算や設計変更等に関する課題への対応



参考-東日本大震災の事例

地方公共団体における復旧・復興事業の取組事例集 17

●建設業者の不足、人材・資材の不足や価格高騰の状況で、復旧・復興事業の円滑な施工を確保するた
め活用しうる対策は以下の通りなので、発注者は、地域の実情に応じて、必要な対応策を採用しているか
確認してください。

●応札を検討している建設企業は、発注者が採用している対応策を事前に確認してください。

発注準備、積算 入札公告 契約 着工準備期間 工事中

□対策５．
一人の主任技術者
による２以上の工事
現場の管理

□対策６．
技術者及び現場代
理人の配置緩和措
置の適切な活用

□対策３．
復興ＪＶ制度の活
用

□対策１．
発注ロットの拡大

□対策２．
入札参加資格要件
の緩和

□対策８．
市場高騰期における
労務費・資材費の見
積活用による積算の
実施

□対策９．
宿舎設置に伴う費用
の積み上げ計上

□対策１０．
地域外からの労働者
確保に要する追加費
用に関する間接費補
正

□対策１３．
工期における余裕期
間の設定

□対策１４．
積算時から契約時ま
でに単価が変動した
場合における最新単
価に基づく契約変更

□対策１５．
宿泊費等に係る間接費の設計変更

□対策１６．
建設資材の遠隔地からの調達に伴う設計変更

□対策１７．
資材価格の高騰に伴う単品スライド条項に基
づく契約額変更

□対策１８．
物価変動に伴うインフレスライド条項に基づく契
約額変更

□対策１９．
資材、労務単価等の価格変動に伴う全体スラ
イド条項に基づく契約額変更

□対策２０．
適切な工期延長対応

※発注者は、特に重要な工事については、発注時期等の見通しを登録建設事業者に十分広報してください。

＜対応策の目的＞
■入札参加者、技術者等の確保
■予定価格・工期の適切な設定
■宿泊費、価格高騰等に伴う契約変更

※対策７，８、９、
11、12について、入
札説明書・特記仕
様書等に明記するな
ど登録建設事業者に
十分説明してください
。

※契約時において、
活用できる契約変更
や工期変更の手続き
を受注者に十分説明
してください。

□対策４．
ＣＭ方式の活用

□対策７．
直近の公共工事設
計労務単価の活用

□対策１１．
施工箇所が点在する
工事の間接費の算
定

□対策１２．
土工とコンクリート工
における復興歩掛の
活用
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対策 状況 対応方法 関係通知等
１．発注ロットの拡大 技術者を効率的に活

用したい場合
発注数を減じて、発注
事務負担の軽減をした
い場合

近接する工事、同一工種の工事などを束ねて発注
するなど、発注ロットを拡大する

（留意事項）
積算時には「施工箇所が点在する工事の間接費の
積算」を活用

２．入札参加資格の
地域要件の拡大、
施工実績要件又は
等級要件の緩和

地域内の企業に受注
余力が無い場合

個別工事の入札参加資格の地域要件について、
工事施工地域外の企業の入札を認めるなど、設定
範囲を拡大

個別工事の入札参加資格の施工実績要件につい
て、工種のみを要件とし、施工規模については要件と
しないなど、工事の品質を確保しつつ緩和

個別工事の入札参加資格の等級要件について、
工事規模に比して技術的難易度が比較的低い場合
は下位等級にも入札参加を認めるなど、工事の品質
を確保しつつ緩和

３．被災地域内外の
建設業者で結成する
復興ＪＶ制度の活
用

人材不足や大型工事
のため、地域の単体企
業だけでは技術者や労
働者を確保することが困
難と想定される場合

地域外の建設企業の技術者等を活用できるよう、
被災地域内の企業と被災地域外の建設企業で結
成される復興JVに入札への参加を認める。

（留意事項）
宿泊費等に係る間接費の設計変更等が活用可能で
あることを現場説明事項等に明記

平成24年2月29日付国
土入企第34号「復旧・復興
建設工事における共同企業
体の当面の取扱いについて」
平成24年10月10日付国
土入企第19号「復旧・復興
建設工事における共同企業
体の当面の取扱いについて」

４．ＣＭ方式の活用 人材不足や多数の工
事発注があるため、地域
の単体企業だけでは技
術者や労働者を確保す
ることが困難と想定され
る場合
発注数を減じて、発注
事務負担の軽減をした
い場合

１回の発注で、複数地区の調査、設計、工事施
工までの契約が可能な入札契約方式（ＣＭ方式）
を活用する。

５．一人の主任技術
者による２以上の工
事現場の管理

近接する２以上の工
事現場を同一の施工者
が施工する場合

１０ｋｍ程度の近接した場所に２以上の工事現
場があり、工事の対象となる工作物に一体性若しくは
連続性が認められる工事又は施工にあたり相互に調
整を要する工事である場合、同一の専任の主任技術
者がこれらの現場を管理することができる

平成25年2月5日付国土
建348号「建設工事の技術
者の専任等に係る取扱いに
ついて」
平成25年9月19日付国
土建162号「東日本大震災
の被災地における「建設工事
の技術者の専任等に係る取
扱いについて」の運用につい
て」

６．技術者及び現場
代理人の配置緩和
措置の適切な活用

工事現場における運営、取締り及び現場代理人の
権限の行使に支障がなく、発注者との連絡体制が確
保される場合、現場代理人の常駐義務の緩和可能

「契約締結から現場着手までの間」、「検査終了後
の期間」等は現場代理人の常駐や監理技術者又は
主任技術者の専任を要しないことが可能。

平成25年2月5日付国土
建348号「建設工事の技術
者の専任等に係る取扱いに
ついて」

復旧・復興事業の施工確保対策①＜入札参加者、技術者等の確保＞
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対策 状況 対応方法 関係通知等
７．直近の公共工事
設計労務単価の活
用

平成２５年度公共工事設計労務単価を適切に
活用して積算を実施する

平成25年3月29日付24
農振第2404号、国土建労
第40号、国港技第126号
「平成25年度公共工事設
計労務単価について」
平成25年3月29日付国
土入企第37号「技能労働
者への適切な賃金水準の確
保について」

８．市場高騰期にお
ける労務費・資材費
の見積活用による積
算の実施

価格変動が著しく、通
常の積算価格では市場
価格を適切に反映する
ことが困難な場合

価格変動が著しい特定の地域について、見積もりを
積極的に活用して積算を実施する

平成24年6月29日付国
土入企第12号「東日本大
震災の被災地域での建設工
事等における適切な予定価
格の算出のための資材価格
及び労務費での見積活用の
推進について」

９．宿舎設置に伴う
費用の積み上げ計
上

宿舎不足のため、施
工者が地域外から確保
した労働者に対して、宿
泊施設の確保が困難で
あることが想定される場
合

積算時に、宿泊施設の必要戸数の建設費用を共
通仮設費の積み上げ分として計上

平成25年2月25日付け
国土入企第32号「東日本
大震災の復旧・復興事業に
おける労働者宿舎設置の積
算方法等に関する試行につ
いて」

１０．地域外からの
労働者確保に要する
追加費用に関する間
接費補正

宿舎不足のため、施
工者が地域外から確保
した労働者に対して、宿
泊施設の確保が困難で
あることが想定される場
合

積算時に、「宿泊費」、「労働者の輸送に要する費
用」、「募集及び解散に要する費用」について、現行
積算基準による積算では乖離が生じることを想定し、
共通仮設費率と現場管理費率に補正係数を乗じる。

平成24年2月29日付け
国土入企第38号「被災地
以外からの労働者確保に要
する追加費用に対する当面
の運用について」

１１．施工箇所が点
在する工事の間接費
の算定

発注ロットの拡大等に
より、一つの発注で施工
箇所が複数あり、同一
施工箇所として取り扱っ
た場合に積算額と実際
に要する費用との間に乖
離が生じるおそれがある
場合

積算時に、点在する施工箇所ごとに共通仮設費及
び現場管理費を計上

平成24年6月28日付国
土入企第10号「東日本大
震災の復旧・復興事業等に
おける積算方法等に関する
試行について」
平成25年3月8日付総行
行第43号、国土入企第34
号「公共工事の迅速かつ円
滑な施工確保について」

１２．土工とコンクリート
工における復興歩掛の
活用

土工とコンクリート工の３２工種について、日当たり
作業量を１０％低減させた復興歩掛を用いて積算

施工パッケージ型積算方式について、復興歩掛を
用いて策定した３２パッケージを活用

※平成２５年１０月１日以降の入札から適用

平成25年9月12日付国
総公第60号の2「東日本大
震災の被災地で適用する土
木工事標準歩掛について」

復旧・復興事業の施工確保対策②＜予定価格・工期の適切な設定＞
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対策 状況 対応方法 関係通知等
１４．積算時から契
約時までに単価が変
動した場合における
最新単価に基づく契
約変更

資材価格が上昇した
り、公共工事設計労務
単価が見直されるなど、
積算時点で設定した単
価と請負契約締結時点
の単価が異なる場合

当初契約締結後ただちに単価適用年月を変更し、
新しい設計単価に基づく請負金額の変更を行う
※岩手県、宮城県及び仙台市で実施中

１５．宿泊費等に係
る間接費の設計変
更

人材不足のため、施
工者が、工事実施地域
で技術者・労働者を確
保できないことが想定さ
れる場合

地域外から技術者・労働者を確保するために施工
者が必要とする宿泊費や長距離通勤費用について、
設計変更対応により発注者が確実に支払うことを条
件に契約

平成24年6月28日付国
土入企第10号「東日本大
震災の復旧・復興事業等に
おけう積算方法等に関する施
行について」
平成25年3月8日付総行
行第43号、国土入企第34
号「公共工事の迅速かつ円
滑な施工確保について」

１６．建設資材の遠
隔地からの調達に伴
う設計変更

資材不足のため、施
工者が工事実施地域で
資材を調達できないこと
が想定される場合

地域外から資材を調達するために施工者が必要と
する輸送費等の調達費用について、設計変更対応
により発注者が確実に支払うことを条件に契約

平成24年6月28日付国
土入企第10号「東日本大
震災の復旧・復興事業等に
おけう積算方法等に関する施
行について」
平成25年3月8日付総行
行第43号、国土入企第34
号「公共工事の迅速かつ円
滑な施工確保について」

１７．資材価格の高
騰に伴う単品スライ
ド条項に基づく契約
額変更

工期中の資材価格の
高騰のため、当初の請
負代金額が不適当と
なった場合

生コン等の対象品目毎に、単価変動に伴う工事費
の増分の一部を発注者が支払うよう、単品スライド条
項（公共工事標準請負約款第２５条第５項）に
基づき契約額を変更

１８．物価変動に伴
うインフレスライド条
項に基づく契約額変
更

工期中の予期すること
ができない、特別の事情
により、工期内に日本国
内において、急激なイン
フレーションまたはデフ
レーションが生じたため、
当初の請負額が不適当
となった場合
工期中に公共工事設
計労務単価が改定され
た場合

労務単価改訂がなされた日以降の残工事量につい
て、物価変動に伴う工事費の増分の一部を発注者
が支払うよう、インフレスライド条項（公共工事標準
請負約款第２５条第６項）に基づき契約額を変
更

平成24年2月17日付「東
日本大震災の被災地域にお
ける賃金等の急激な変動に
伴う請負代金の変更等につ
いて」

１９．資材、労務単
価等の価格変動に
伴う全体スライド条
項に基づく契約額変
更

長期間の工事（工期
が１２ヶ月を超える工
事）における資材、労
務単価等の価格変動の
ため、当初の請負代金
額が不適当となった場合

資材、労務単価等の価格変動に伴う工事費の増
分の一部を発注者が支払うよう、全体スライド条項
（公共工事標準請負約款第２５条第１項から第
４項）に基づき契約額を変更

復旧・復興事業の施工確保対策③＜宿泊費、価格高騰等に伴う契約変更＞
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●多様な入札契約方式モデル事業「リーフレット＆事例集」
リンク先：http://www.mlit.go.jp/report/press/totikensangyo13_hh_000538.html

●地方公共団体等におけるＣＭ方式活用事例集
リンク先：http://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/totikensangyo_const_tk1_000119.html

●東日本復興ＣＭ方式の検証と今後の活用に向けた研究会 報告書
リンク先：http://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/totikensangyo_const_tk1_000129.html

●地方公共団体における建築事業の円滑な実施に向けた手引き
リンク先：http://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/totikensangyo_const_tk1_000145.html

●適切な工期の設定及び施工時期等の平準化について（地方公共団体における平準化の取組事例について）
リンク先：http://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/totikensangyo_const_tk1_000105.html

国土交通省土地・建設産業局建設業課入札制度企画指導室
電話（直通） ０３－５２５３－８２７８
メールアドレス：tokennyuki@mlit.go.jp
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その他参考資料について

問い合わせ先

多様な入札契約方式導入・活用に役立つ資料をＨＰに掲載していますのでご活用ください。

地方公共団体における復旧・復興事業の取組事例集

相談内容（例）

● CM方式を導入したいが、仕様書に記載する内容が分からない（作成した内容に問題がないか不安）。

今後も、事業の抱える課題を解決するため、新たな入札契約方式の活用を検討・実施している地方公共団
体を対象に、相談窓口を開設していますので、アドバイス等に活用してください。

● 事業が抱える課題に応じた最適な入札契約方式を選択したいが、それぞれの方式のメリット・デメリット
や適用にあたって留意すべき点などがあれば教えて欲しい。

● ECI方式を導入したいが、優先交渉権者を選定に向けた技術提案書の評価項目の設定方法が分から
ない。

相談フロー

※1：委託契約に基づく守秘義務が課せらています。
※2：相談費用は無料です。
※3：国土交通省での実施を予定しています。また、入札関係図書等の作成自体は地方公共団体にて実施していただきます。

地方公共団体地方公共団体 国土交通省国土交通省 支援事業者支援事業者
アドバイス

相談
シート 相談

・相談シートに相談内容などの必要事項を記載の上、国土交通省の以下メールアドレスあて送信して下さい。
・国土交通省が支援事業者と連携の上、課題解決に向けたアドバイス（※２）を実施いたします。
・電話やメールによる回答のほか、詳細なアドバイスをご希望される場合は面会による相談（※３）を実施いたします。

業務委託契約（※１ )

電話やメールによる回答のほか、
詳細なアドバイスのため
面会相談を実施

多様な入札契約方式相談窓口について

●災害復旧工事を円滑に進める上で、発注者支援体制の構築の方法等、施工確保対策のメニューを教
えて欲しい。


